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証券コード　2393
2017年６月９日

株 主 各 位
東京都港区芝大門一丁目１番30号
株 式 会 社 日 本 ケ ア サ プ ラ イ
代表取締役社長 金 子 博 臣

第19回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第19回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、お手数ながら同封の議決
権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2017年６月26日（月曜日）
の当社営業時間終了時（午後６時）までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2017年６月27日（火曜日）午前10時
（受付開始時刻は午前９時30分を予定しております。）

２．場 所 東京都千代田区内幸町一丁目５番１号
千代田区立　内幸町ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第19期（2016年４月１日から2017年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第19期（2016年４月１日から2017年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役５名選任の件
　第３号議案 監査役２名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます（ア
ドレス　https://www.caresupply.co.jp/）。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2016年 4 月 1 日から
2017年 3 月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くな

か、緩やかな回復基調が続いているものの、英国のＥＵ離脱問題や米国の
政策動向による影響などにより、先行きは不透明な状況が続きました。

介護業界においては、2025年には団塊の世代のすべてが75歳以上とな
るなど、わが国の人口の高齢化は今後更に進展することが見込まれている
なか、現在、「地域包括ケアシステムの深化・推進」と「介護保険制度の
持続可能性の確保」を柱とした介護保険法等の改正法案が国会で審議され
ております。

このような環境のもと、当社グループは、「福祉用具サプライ事業の持
続的な成長」と「在宅高齢者生活支援サービス事業への取り組みを強化」
に注力し、事業領域の拡大に努めてまいりました。

福祉用具サプライ事業においては、福祉用具レンタルの需要に応じたレ
ンタル資産の購入や品揃えの拡充を行うとともに、オリジナル車いす「ケ
アフィットプラス 介助用」の本格展開、受発注業務を効率化するシステム
「e-KaigoNet」のリニューアル、福祉用具貸与事業者向けオリジナルカタ
ログ制作支援サービスの拡充などにより、レンタル拡大に努めてまいりま
した。また、福祉用具販売では、ＢtoＢ ＥＣサイト「グリーンケアオンラ
インショップ」加入事業者の利用促進により、販売拡大に努めてまいりま
した。一方、拠点展開では、業容拡大に伴う倉庫スペースの拡大のため、
「北九州営業所(福岡県北九州市)」、「市川営業所(千葉県市川市)」を同
一市内に移転したほか、「佐世保ステーション(長崎県佐世保市)」を移転
し、「大村営業所(長崎県大村市)」といたしました。また、効率的な営業
活動のため、「川口ステーション(埼玉県川口市)」を「東京営業所(東京都
足立区)」に統合し、当連結会計年度末における営業拠点数は88拠点とな
りました。
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当事業年度の事業の状況
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在宅介護サービス事業においては、通所介護事業者向け配食サービスの
取扱商品を拡充する一方、営業体制を強化するとともに、配食サービスの
１周年キャンペーンの開催など、販売拡大に努めてまいりました。また、
首都圏を中心に展開している訪問看護サービスでは、外部講師による地域
の専門職向けのセミナーを開催し、サービスの一層の向上に取り組んでま
いりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、福祉用具レンタル・販売の増収
により、売上高は15,020百万円（前連結会計年度比9.6％増）となりまし
た。利益面では、売上原価においてレンタル資産の減価償却費が増加いた
しましたが、増収による売上総利益の増加や効率的な経費の使用に努めた
ことにより、営業利益は1,624百万円（同30.3％増）、経常利益は1,632百
万円（同29.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,089百万円（同
40.3％増）となりました。

企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。

事 業 区 分

第18期
（2016年３月期）
（前連結会計年度）

第19期
（2017年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

福祉用具サプライ事業 13,099 95.6 14,482 96.4 1,383 10.6

在宅介護サービス事業 607 4.4 537 3.6 △69 △11.5

合 計 13,707 100.0 15,020 100.0 1,313 9.6

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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②　設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、3,855

百万円であり、その主なものは当社のレンタル資産の取得3,533百万円で
あります。

③　資金調達の状況
該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 16 期
(2014年３月期)

第 17 期
(2015年３月期)

第 18 期
(2016年３月期)

第 19 期
(当連結会計年度)
(2017年３月期)

売 上 高 (千円) 10,883,904 12,131,210 13,707,088 15,020,668
経 常 利 益 (千円) 1,247,825 975,834 1,259,974 1,632,066
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) 676,728 505,216 776,936 1,089,666

１株当たり当期純利益 (円) 43.55 32.51 50.00 70.13
総 資 産 (千円) 12,613,972 13,057,593 15,231,119 16,254,552
純 資 産 (千円) 9,842,667 9,987,983 10,463,570 11,274,279
１株当たり純資産額 (円) 630.79 640.29 672.53 724.81

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 16 期
(2014年３月期)

第 17 期
(2015年３月期)

第 18 期
(2016年３月期)

第 19 期
(当事業年度)
(2017年３月期)

売 上 高 (千円) 10,334,211 11,576,399 13,223,342 14,592,424
経 常 利 益 (千円) 1,241,195 994,994 1,262,177 1,631,894
当 期 純 利 益 (千円) 672,776 524,169 781,138 1,091,151
１株当たり当期純利益 (円) 43.30 33.73 50.27 70.22
総 資 産 (千円) 12,524,424 12,988,082 15,193,406 16,220,824
純 資 産 (千円) 9,783,469 9,949,097 10,466,089 11,270,694
１株当たり純資産額 (円) 629.65 640.31 673.58 725.36

－ 5 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社等の状況
①　親会社との関係

　当社は、三菱商事㈱を親会社とし、同社は当社の株式を11,620,000株
（議決権比率74.79％）保有しております。また、当社は、同社から役員
の派遣を受けております。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 主要な営業所の
所 在 地

資本金
（百万円）

当社の議
決権比率
（％）

主 要 な 事 業 内 容

㈱ライフタイムメディ 東京都世田谷区
東 京 都 国 立 市 25 85.00 通所介護、訪問看護・リハビリ

テーション、居宅介護支援等

㈱グリーンケアブリッジ 福 島 県 郡 山 市 22 60.00 小規模多機能型居宅介護、訪問
看護・リハビリテーション

③　重要な関連会社の状況

会 社 名 主要な営業所の
所 在 地

資本金
（百万円）

当社の議
決権比率
（％）

主 要 な 事 業 内 容

㈱ ブ リ ッ ジ サ ポ ー ト 京 都 府 京 都 市 15 49.00 福祉用具貸与等

－ 6 －

重要な親会社及び子会社等の状況
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⑷　対処すべき課題
当社グループを取り巻く環境は、「団塊の世代」が後期高齢者となる2025

年に向けて高齢者人口が増加するとともに、社会保障給付費の増加が見込ま
れるなか、介護保険制度の見直しに向けた議論が継続して行われております。
このような事業環境のなか、当社グループは、福祉用具レンタルのサービス
水準の向上や効率化に努めるとともに、在宅高齢者やそのご家族の生活支援
ニーズへの対応力を高め、更なる事業領域の拡大に努めてまいります。

また、実効性の高いコーポレート・ガバナンス体制の整備・強化を推進す
るとともに人材育成・確保に注力し、企業価値の持続的な向上が可能な経営
体制の構築に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻を
賜りますようお願い申しあげます。

⑸　主要な事業内容（2017年３月31日現在）
①　福祉用具サプライ事業

福祉用具貸与の指定を受けている事業者向けの福祉用具の貸与及び販売
等を行っております。

②　在宅介護サービス事業
通所介護、訪問看護・リハビリテーションのサービス及び通所介護事業

者向け配食サービス等を行っております。

－ 7 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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⑹　主要拠点等（2017年３月31日現在）
①　当社の主要拠点等

名 称 等 所 在 地
本 社 東京都港区
サ ー ビ ス セ ン タ ー 神奈川県横浜市瀬谷区
大阪メンテナンスセンター 大阪府大東市
営 業 拠 点 全国88拠点

②　子会社
子会社については「１．企業集団の現況 ⑶ 重要な親会社及び子会社等

の状況」に記載のとおりであります。

⑺　使用人の状況（2017年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
福 祉 用 具 サ プ ラ イ 事 業 653（213）名 60名増（15名増）
在 宅 介 護 サ ー ビ ス 事 業 106 （1）名 8名増（ － ）
合 計 759（214）名 68名増（15名増）

 
（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しておりま

す。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

661（213）名 63名増（15名増） 38.8歳 6.3年
 

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しておりま
す。

⑻　主要な借入先の状況（2017年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,000,000千円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 500,000千円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 8 －

主要拠点等、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の株式の状況（2017年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 64,000,000株

⑵　発行済株式の総数 16,342,400株

⑶　株主数 3,950名

⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持株比率（％）

三菱商事㈱ 11,620,000 74.78

㈱三菱総合研究所 544,000 3.50
明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱） 240,000 1.54

ＮＣＳ従業員持株会 144,800 0.93

高橋　慧 75,500 0.48

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口） 72,800 0.46

渡辺　勝利 67,000 0.43

J.P. MORGAN SECURITIES LLC-
CLEARING
（常任代理人 シティバンク銀行㈱）

51,400 0.33

㈱ＳＢＩ証券 46,400 0.29

津賀　暢 40,200 0.25

（注）１．当社は自己株式804,434株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 9 －

会社の株式の状況
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３．会社の新株予約権等の状況
⑴　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（2017年３月31日現在）
　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 10 －

会社の新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（2017年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 金 子 博 臣

取締役 赤 　 須 　 修 一 郎 常務執行役員経営統括兼経営企画室長兼資産総
括部長

取締役 岡 田 　 真 執行役員管理本部副本部長兼人事部長

取締役 宮 下 　 修 エム・シー・ヘルスケア㈱　代表取締役社長

取締役 亀 井 信 一 ㈱三菱総合研究所　研究理事政策・経済研究セン
ター長

取締役 山 﨑 　 和 三菱商事㈱　執行役員生活産業グループ生活流
通本部長

常勤監査役 半 田 常 巳

監査役 伊 藤 利 之

監査役 上 石 奈 緒 巻之内・上石法律事務所　パートナー弁護士

監査役 髙 橋 浩 司 三菱商事㈱　生活産業グループ管理部リテイ
ル・生活流通チームリーダー

（注）１．取締役亀井信一氏は、社外取締役であります。
２．監査役伊藤利之、上石奈緒の両氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役亀井信一、監査役伊藤利之、上石奈緒の３氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し､同取引所に届け出ております。
４．監査役髙橋浩司氏は、経理・審査部門における長年の経験があり、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。
５．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

①2016年６月23日開催の第18回定時株主総会終結の時をもって、取締役山田保裕氏
は、辞任により退任いたしました。

②2016年６月23日開催の第18回定時株主総会において、山﨑和氏は、取締役に選任
され、髙橋浩司氏は、監査役に選任され、それぞれ就任いたしました。

６．取締役赤須修一郎氏は、2017年４月１日付で常務執行役員経営統括兼経営企画室長兼
資産総括部長から常務執行役員営業統括兼営業本部長兼営業部長へ担当変更いたしま
した。

７．当社は、執行役員制度を導入しており、2017年４月１日現在の取締役兼務者を除く執
行役員及びその担当は、以下のとおりであります。

地 位 氏 名 担　　　　　当

常務執行役員 栃 　 木 　 清 一 郎 管理本部長兼経営企画室長

執行役員 岩 田 　 修 サービス本部長兼資産総括部長
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⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各取締役(業務執行取締役等である者を除く)及び各監査役は、会社
法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める
最低責任限度額としております。

⑶　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

７名
（３名）

69,235千円
（3,000千円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

４名
（２名）

19,100千円
（7,200千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

11名
（５名）

88,335千円
（10,200千円）

 
（注）１．取締役の報酬限度額は、2004年４月27日開催の第６回定時株主総会において、年額

200,000千円以内と決議いただいております。
２．監査役の報酬限度額は、2004年４月27日開催の第６回定時株主総会において、年額

80,000千円以内と決議いただいております。
３．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４．当事業年度において、社外役員が当社親会社又は当該親会社の子会社(当社を除く)か

ら受けた役員としての報酬等の総額は8,500千円であります。
５．業務執行取締役の報酬については、取締役会の諮問に基づき、社外取締役を委員長と

する報酬諮問委員会において、会社の業績や経営内容、経済情勢等を総合的に考慮し、
公正かつ透明性の高い評価を行った上で、同委員会からの答申に基づき、取締役会に
おいて報酬額を決定することとしております。
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⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況

区 分 氏 名 兼職する法人等 兼職の内容

取締役 亀 井 信 一 ㈱三菱総合研究所 研究理事政策・経済研究センター長

監査役 上 石 奈 緒 巻之内・上石法律事務所 パートナー弁護士

（注）１．㈱三菱総合研究所と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、巻之内・上石法律事務所との間に顧問契約を締結しております。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取締役 亀 井 信 一
当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席し、豊
富な経験と高い見識に基づき中立かつ客観的な観点から
適宜発言を行っております。

監査役

伊 藤 利 之
当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会12
回全てに出席し、豊富な知識と高い見識に基づき中立か
つ客観的な観点から適宜発言を行っております。

上 石 奈 緒
当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会12
回全てに出席し、高い見識に基づき中立かつ弁護士とし
ての専門的な観点から適宜発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

⑵　会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 29,500千円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 29,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関す
る監査役等の実務指針」を踏まえ、適正かつ効率的な監査を実現するため監査計画の
内容、会計監査の遂行状況及び必要な監査日数や人員数等に基づく報酬見積の算定根
拠について、会計監査人と十分な協議を重ねて監査報酬が決定されたことの検証を行
ったうえで、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っており
ます。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議している事
項は次のとおりであります。

　①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制

　イ．企業倫理、社会規範を最優先する旨を明記した、役職員行動規範を定
　め周知徹底する。

　ロ．会社相談窓口（社外相談窓口を含む）を設け、コンプライアンスに関
　する相談に迅速に対応する体制とする。

　ハ．代表取締役社長を委員長とし、常勤役員・執行役員のうち委員長が指
　名した委員で構成されるコンプライアンス委員会を設置し、定期的に開
　催する。

　ニ．適切な財務諸表作成のために、経理規程を定めるとともに、財務報告
　の信頼性確保のための体制につき、その整備・運用状況を定期的に評価
　し改善を図る。

　ホ．内部監査部門は、内部監査規程に基づき、各部門の監査を定期的に行
　う。

　ヘ．社会秩序や安全に脅威を与える反社会勢力及び団体とは、一切の関係
　を遮断し、断固たる姿勢で臨む。

　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　取締役会決議等会社の重要な意思決定については、必ず文書化すると

ともに、法定保存文書と同様に、法令並びに社内規程に基づき、所定の
期間保存し、適切に管理を行う。

　③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　イ．当社を取り巻く各種リスクについては、担当する部門を定め、規則の

　制定、研修等を行う。
　ロ．内部監査部門は、各種リスクについての対応が適切に行われているか

　を定期的に監査する。
　ハ．危機管理委員会を設け、危機管理体制の整備、危機管理に係る事項の

　発生について調査・対応処置の決定を行うとともに、危機管理に係る事
　項の発生事実及び講じた措置について、定期的に取締役会に報告する。

　　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　イ．取締役会は、原則として月１回開催し、経営上の重要事項について迅

速かつ的確な意思決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行う。ま
た、取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限
規程等社内規程に基づいた権限委譲を各役職員に行い、効率的な業務執
行を行う。
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　ロ．取締役会で決定した毎年の経営方針・目標に沿って、各部門は当年度
の目標及び利益計画を策定し、達成状況を常時フォローアップし、翌年
度に達成状況に応じた業績評価を実施する。

　ハ．経営会議を定期的に開催し、経営上或いは業務執行上基本的または重
　要な事項について幅広く協議・検討する。

　　⑤　当社並びに当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制

　イ．当社の定める社内規程において、子会社の重要事項については、当社
　の事前承認・事前協議を義務付ける。

　　　また、当社の事業投資管理部門においては、子会社における不測の事
態発生に備える体制を構築するとともに、役員の派遣を通じて子会社の
業務執行状況を随時確認する。

　ロ．当社の定める社内規程において、当社及び子会社の相互に発生する経
　営上の重要な案件を合理的に解決し経営の効率化を追求することを定め
　る。

　ハ．当社は、子会社の役職員の行動規範を定め、子会社の全ての役職員に
周知徹底する。

　　　また、子会社の役職員が、コンプライアンス案件を当社のコンプライ
アンス相談窓口（会社相談窓口）に、直接通報が行える体制を構築する。

　　⑥　当社並びにその親会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制

　イ．当社は、親会社及びその子会社等とコンプライアンスに関する重要事
　実について相互に情報確認を行い、業務の適正確保に努める。

　ロ．当社と、親会社及びその子会社等との間における取引は、法令に照ら
　し、適切に行うものとする。

　　⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項

　　監査役が必要と判断し求めた場合には、監査役の職務を補助する使用
人を速やかに設置する。

　　⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　　補助すべき使用人を設置する場合には、使用人の人数や人事異動・人

事考課等監査役会の同意を要するものとし、取締役からの独立性が確保
されるよう、その人事に関しては、取締役と監査役が協議を行う。

　　また、当該使用人は、監査役の指揮命令に従わなければならない。

－ 16 －

会社の業務の適正を確保するための体制



2017/05/27 15:57:14 / 16267792_株式会社日本ケアサプライ_招集通知（Ｆ）

　　⑨　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制

　イ．当社及び子会社の役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項に
　ついて報告を求められたときは速やかに適切な報告を行う。

　ロ．当社及び子会社の役職員は、職務の執行に関する法令違反、定款違反、
　不正行為の事実または会社に損害を及ぼす恐れのある事実を知ったとき、
　その他危機管理に係る事由が発生した場合や内部通報があった場合には、
　その内容及び対応状況を、監査役に遅滞なく報告する。

　ハ．監査役への報告を行った当社及び子会社の役職員に対し、当該報告を
　行ったことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を
　当社及び子会社の役職員に周知徹底する。

　ニ．取締役は、監査役が必要と認める重要な会議に出席することができる
　体制を整備するとともに、稟議書等業務執行に係る重要な文書を監査役
　に回覧し、必要に応じて、その内容を説明する。

　　⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　イ．役職員は、監査役との相互の意思疎通を図るため、必要に応じ監査上

　の重要課題等について意見交換を行う。
　ロ．内部監査部門は、監査役との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的

　な監査業務の遂行を図る。
　ハ．取締役は、会計監査人に監査役と定期的に意見及び情報の交換を行う

　ことを求める。
　ニ．監査役が、独自に弁護士や公認会計士を起用し、監査業務に関する助

　言を受けることができるようにする。
　ホ．監査役が、その職務の執行について当社に対し費用の前払いなどの請

求をしたときは、担当部門において審議の上、当該請求に関わる費用ま
たは債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用または債務を処理する。

　　監査役の執行について生ずる費用を支弁するため、毎年一定額の予算
を設ける。

　⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

　　①　法令順守体制
　　当社役職員が順守すべきコンプライアンスマニュアルを整備し、役職

員に周知徹底するとともに、全役職員を対象としたコンプライアンス研
修を実施しております。
　コンプライアンス相談窓口（会社相談窓口）を常設し、連絡先の社内
周知を図るとともに、コンプライアンス違反またはそのおそれがある行
為の通報者が、不利な扱いを受けないことを確保するための社内規程を
定めております。
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　コンプライアンス違反の状況については、内部監査部門による業務監
査及び各所管部門よりチーフ・コンプライアンス・オフィサーを通じ、
代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会に対し適切に報
告がなされ、再発防止策の検討を含め適切に対応いたしました。

　　②　職務執行の適正及び効率性の確保に対する取り組みの状況
　　企業倫理、社会規範を最優先する旨を明記した役職員行動規範を定め、

取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹底するとともに、取締
役・監査役を対象とした企業経営に関する研修を実施しております。
　取締役会を通じて社外取締役及び社外監査役から発言が積極的に行わ
れる機会を設けることで、意思決定及び監督の実効性は確保されており
ます。なお、取締役会議事録や重要事項に関する稟議書等の取締役の職
務執行に関わる情報の保存については、社内規程に基づき適切に保管・
管理されています。
　取締役の職務執行の効率性の確保についての取り組みとしては、組織
規程及び業務分掌・職務権限に関する社内規程を定め、これにより責任
の明確化並びに効率的な業務の遂行を図っており、また、品質管理の強
化及び業務効率の向上等を目的とした組織変更を検討し、2017年４月１
日付で実施いたしました。

　　③　グループ会社管理体制
　　子会社においては、経営上の重要事項が子会社の取締役会付議・報告

事項として定められており、子会社に当社から取締役・監査役を派遣す
ることで、子会社の経営状況を把握、管理できる体制となっております。
また、毎月開催される当社取締役会において、主管部門より子会社各社
の業績及び営業状況を報告しております。
　子会社の役職員の行動規範を定め、子会社の全ての役職員に周知する
とともに、子会社の役職員が、コンプライアンスに関する問題を当社の
コンプライアンス相談窓口（会社相談窓口）に、直接通報が行えること
としています。
　内部監査部門は、子会社における重要業務の遂行・管理体制について、
整備・運用状況評価を行いました。

　　④　監査役
　　社外監査役を含む監査役会は、取締役会への出席及び常勤監査役によ

る経営会議その他の重要会議への出席を通じて内部統制の整備・運用状
況を確認しております。また、会計監査人、内部監査部門と必要に応じ
て情報交換を実施することで、当社の内部統制システム全般をモニタリ
ングするとともに、より効率的な運用について助言を行っております。

　本事業報告の中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2017年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
レ ン タ ル 未 収 入 金
有 価 証 券
商 品
貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
レ ン タ ル 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

6,140,484
606,705
356,047

1,628,494
2,699,973

7,471
21,738

335,959
255,713
238,092
△9,711

10,114,068
9,073,314
7,965,631

649,431
13,493
58,130
3,937

382,689
253,742
787,011
319,596

519
221,991
250,270
△5,366

流 動 負 債 2,633,595

買 掛 金 332,026

レンタル資産購入未払金 584,779

未 払 法 人 税 等 337,755

賞 与 引 当 金 166,352

レンタル資産保守引当金 752,600

そ の 他 460,083

固 定 負 債 2,346,677

長 期 借 入 金 1,500,000

退職給付に係る負債 718,754

そ の 他 127,923

負 債 合 計 4,980,273

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 11,170,480

資 本 金 2,897,650

資 本 剰 余 金 1,641,650

利 益 剰 余 金 7,046,031

自 己 株 式 △414,851

その他の包括利益累計額 91,531

その他有価証券評価差額金 101,955

退職給付に係る調整累計額 △10,423

非 支 配 株 主 持 分 12,266

純 資 産 合 計 11,274,279

資 産 合 計 16,254,552 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,254,552

－ 19 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

( 2016年 4 月 1 日から
2017年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 15,020,668
売 上 原 価 9,301,011

売 上 総 利 益 5,719,657
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,094,960

営 業 利 益 1,624,697
営 業 外 収 益

受 取 利 息 407
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3,219
業 務 受 託 料 2,400
そ の 他 5,875 11,902

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,349
そ の 他 183 4,532

経 常 利 益 1,632,066
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 774
固 定 資 産 除 却 損 2,221 2,995

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,629,070
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 582,059
法 人 税 等 調 整 額 △41,050 541,008
当 期 純 利 益 1,088,062
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1,604
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,089,666

－ 20 －
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連結株主資本等変動計算書

( 2016年 4 月 1 日から
2017年 3 月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

2 0 1 6 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 2,897,650 1,641,650 6,344,814 △414,799 10,469,314

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △388,450 △388,450

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,089,666 1,089,666

自 己 株 式 の 取 得 △51 △51

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 701,216 △51 701,165

2 0 1 7 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 2,897,650 1,641,650 7,046,031 △414,851 11,170,480

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 非 支 配 株 主
持 分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

2 0 1 6 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 － △19,615 △19,615 13,871 10,463,570

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △388,450

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,089,666

自 己 株 式 の 取 得 △51

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額) 101,955 9,192 111,147 △1,604 109,542

連結会計年度中の変動額合計 101,955 9,192 111,147 △1,604 810,708

2 0 1 7 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 101,955 △10,423 91,531 12,266 11,274,279

－ 21 －

連結株主資本等変動計算書
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１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　２社
・主要な連結子会社の名称　　　　㈱ライフタイムメディ

㈱グリーンケアブリッジ
②　非連結子会社の状況

非連結子会社はありません。
⑵　持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況
・持分法適用の非連結子会社

及び関連会社の数　　　　　　　１社
・主要な関連会社の名称　　　　　㈱ブリッジサポート

②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
・満期保有目的の債券　　　　　償却原価法を採用しております。
・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）を採用しております。

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
 

ロ．たな卸資産　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
・レンタル資産　　　　　　　　当社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は３年～６年であります。
・その他の有形固定資産　　　　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　15年
機械装置及び運搬具　 7 年

－ 22 －

連結注記表
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ロ．無形固定資産　　　　　　　　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。
 

（リース資産を除く）　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける見込利用可能期間（５年）に基づいております。

 

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
 

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　当社は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

 

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　当社及び連結子会社は、従業員の賞与支給に備えるた
め、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上し
ております。

 

ハ．レンタル資産保守引当金　　　当社は、期末現在貸出中のレンタル資産について、貸
出に伴い発生する保守費用（洗浄・消毒・修繕）に備
えるため、発生見込額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上

基準

ロ．消費税等の会計処理

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職
給付債務の額を計上しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の
上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退
職給付に係る調整累計額に計上しております。
税抜方式によっております。
なお、資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計
年度の費用として処理しております。

２．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28
年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

－ 23 －

連結注記表
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３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 18,586,276千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数
(株)

当連結会計年度増加株式数
(株)

当連結会計年度減少株式数
(株)

当連結会計年度末株式数
(株)

普 通 株 式 16,342,400 － － 16,342,400

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数
(株)

当連結会計年度増加株式数
(株)

当連結会計年度減少株式数
(株)

当連結会計年度末株式数
(株)

普 通 株 式 804,400 34 － 804,434

（注）自己株式の株式数の増加34株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2016年６月23日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 388,450 25 2016年３月31日 2016年６月24日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2017年６月27日開催の定時株主総会において次のとおり付議する予定でおります。

株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円) 配 当 の 原 資 １株当たり配当額

(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

普 通 株 式 543,828 利 益 剰 余 金 35 2017年３月31日 2017年６月28日

－ 24 －

連結注記表
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用する方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金及びレンタル未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株
式であり、市場価格等の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。
短期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及びレンタル資産購入未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支
払期日であります。
未払法人税等は、そのほとんどが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。
借入金の返済日は、決算日後３年以内であります。
また、これらの営業債務、未払法人税等及び借入金は、流動性リスクに晒されておりま
す。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権、短期貸付金について、社内管理規程に従い、担当部署が取引先の
状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、
財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社
についても、当社に準じた管理を行っております。
満期保有目的の債券は、社内管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としている
ため、信用リスクは僅少であります。

ロ．市場リスク（市場価格等の変動リスク）の管理
当社は、投資有価証券については、社内管理規程に従い、担当部署が定期的に時価や
発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状
況を継続的に見直しております。

ハ．流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、営業債務、未払法人税等及び借入金について、各部署からの報告に基づき担
当部署が適時に資金繰計画を作成・更新する等の方法により管理しております。また、
連結子会社は、当社と同様の管理を行っております。

－ 25 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
2017年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて
おりません（(注)２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴現金及び預金 606,705 606,705 －

⑵売掛金 356,047 356,047 －

⑶レンタル未収入金 1,628,494 1,628,494 －

⑷有価証券及び投資有価証券 2,868,453 2,868,453 －

⑸短期貸付金 255,713 255,713 －

資産計 5,715,414 5,715,414 －

⑴買掛金 332,026 332,026 －

⑵レンタル資産購入未払金 584,779 584,779 －

⑶未払法人税等 337,755 337,755 －

⑷長期借入金 1,500,000 1,501,704 1,704

負債計 2,754,560 2,756,264 1,704
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産
⑴現金及び預金、⑵売掛金、⑶レンタル未収入金、⑸短期貸付金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

⑷有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から
提示された価格によっております。

負　債
⑴買掛金、⑵レンタル資産購入未払金、⑶未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

⑷長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

－ 26 －
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 151,116

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
１年以内（千円）

現金及び預金 606,705

売掛金 356,047

レンタル未収入金 1,628,494

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 2,700,000

短期貸付金 255,713

合計 5,546,960

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 － － 1,500,000 － － －
合計 － － 1,500,000 － － －

６．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 724円81銭
⑵　１株当たり当期純利益 70円13銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 27 －
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貸　借　対　照　表
（2017年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
レ ン タ ル 未 収 入 金
有 価 証 券
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
レ ン タ ル 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
商 標 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

6,049,493
583,623
286,645

1,629,245
2,699,973

7,379
21,738

149,584
335,590
255,713
17,197
72,512

△9,711
10,171,331
9,046,875
7,965,631

621,874
1,249
8,835
4,596

382,620
58,130
3,937

253,484
546

252,922
15

870,971
300,412
47,553

519
82,000
9,814

217,390
210,919

7,726
△5,366

流 動 負 債 2,621,062
買 掛 金 332,026
レンタル資産購入未払金 584,779
未 払 金 268,849
未 払 法 人 税 等 337,000
預 り 金 37,553
賞 与 引 当 金 161,072
レンタル資産保守引当金 752,600
そ の 他 147,182

固 定 負 債 2,329,067
長 期 借 入 金 1,500,000
退 職 給 付 引 当 金 703,730
長 期 預 り 保 証 金 121,979
そ の 他 3,356

負 債 合 計 4,950,129
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 11,168,739
資 本 金 2,897,650
資 本 剰 余 金 1,641,650

資 本 準 備 金 1,641,650
利 益 剰 余 金 7,044,290

利 益 準 備 金 16,370
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,027,920

繰 越 利 益 剰 余 金 7,027,920
自 己 株 式 △414,851

評 価 ・ 換 算 差 額 等 101,955
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 101,955

純 資 産 合 計 11,270,694
資 産 合 計 16,220,824 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,220,824

－ 28 －
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損　益　計　算　書

( 2016年 4 月 1 日から
2017年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 14,592,424

売 上 原 価 8,962,957

売 上 総 利 益 5,629,467

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,004,068

営 業 利 益 1,625,398

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,383

有 価 証 券 利 息 309

受 取 配 当 金 2,961

業 務 受 託 料 4,062

そ の 他 2,357 11,074

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,349

そ の 他 228 4,578

経 常 利 益 1,631,894

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 774

固 定 資 産 除 却 損 2,221 2,995

税 引 前 当 期 純 利 益 1,628,898

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 581,304

法 人 税 等 調 整 額 △43,557 537,747

当 期 純 利 益 1,091,151

－ 29 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

( 2016年 4 月 1 日から
2017年 3 月31日まで )

　　　　（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金

繰 越 利 益
剰 余 金

2 0 1 6 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,897,650 1,641,650 16,370 6,325,218 △414,799 10,466,089

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △388,450 △388,450

当 期 純 利 益 1,091,151 1,091,151

自 己 株 式 の 取 得 △51 △51

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － 702,701 △51 702,650

2 0 1 7 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,897,650 1,641,650 16,370 7,027,920 △414,851 11,168,739

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 1 6 年 ４ 月 １ 日 残 高 － － 10,466,089

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △388,450

当 期 純 利 益 1,091,151

自 己 株 式 の 取 得 △51

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 101,955 101,955 101,955

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 101,955 101,955 804,605

2 0 1 7 年 ３ 月 3 1 日 残 高 101,955 101,955 11,270,694

－ 30 －

株主資本等変動計算書
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
・満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法を採用しております。
・子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。
・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）を採用しております。

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
 

②　たな卸資産　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
レンタル資産　　　　 3 年～ 6 年
建物　　　　　　　　   　　15 年
機械及び装置　　　　  　　　7 年
工具、器具及び備品　 3 年～ 6 年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。
 

（リース資産を除く）　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける見込利用可能期間（５年）に基づいております。

 

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
 

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

 

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担す
べき支給見込額を計上しております。

 

③　レンタル資産保守引当金　　　　期末現在貸出中のレンタル資産について、貸出に伴い
発生する保守費用（洗浄・消毒・修繕）に備えるため、
発生見込額を計上しております。

－ 31 －
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④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は、当事業年度
の費用として処理しております。

２．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28
年３月28日）を当事業年度から適用しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 18,544,397千円
⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 13,239千円
②　長期金銭債権 82,000千円
③　短期金銭債務 31千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　売上高 61,151千円
②　その他の営業取引高 114,048千円
③　営業取引以外の取引高 1,286千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数
(株)

当事業年度増加株式数
(株)

当事業年度減少株式数
(株)

当事業年度末株式数
(株)

普 通 株 式 804,400 34 － 804,434
（注）自己株式の株式数の増加34株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

－ 32 －
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）
貸倒引当金 2,997千円
未払事業税 21,765千円
賞与引当金 49,706千円
レンタル資産保守引当金 232,252千円
その他 28,868千円

繰延税金資産（流動）小計 335,590千円
評価性引当額 △0千円

繰延税金資産（流動）計 335,590千円
繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 215,482千円
その他 62,744千円

繰延税金資産（固定）小計 278,226千円
評価性引当額 △15,838千円

繰延税金資産（固定）計 262,387千円
繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △44,996千円
繰延税金負債（固定）計 △44,996千円
繰延税金資産の純額 552,981千円

７．関連当事者との取引に関する注記
兄弟会社等

種類 会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社の
子会社

三菱商事フィ
ナンシャルサ
ービス㈱

－ 資金貸借取引
資金の貸付 △1,963,575 短期貸付金 255,713

受取利息 74 未収収益 1

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付については、余剰資金の運用のための貸付であります。貸付利率は市場

金利を基準に決定しております。
２．資金の貸付については、短期間での反復取引のため、取引金額は当事業年度におけ

る純増減額を記載しております。
３．取引金額には消費税等が含まれておりません。

－ 33 －
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８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 725円36銭
⑵　１株当たり当期純利益 70円22銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 34 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2017年５月16日
株式会社日本ケアサプライ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 野 裕 之 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 士 直 和 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社日本ケアサプライの2016年４月１日
から2017年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記
について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社日本ケアサプライ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 35 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2017年５月16日
株式会社日本ケアサプライ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 野 裕 之 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 士 直 和 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社日本ケアサプライの2016年４
月１日から2017年３月31日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行っ
た。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属
明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2016年４月１日から2017年３月31日までの第19期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務
の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使
用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を求め、その
業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。これらに基づき、当該事業年度に係る計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属
明細書、並びに連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記につい
て検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

三　「業務の適正を確保するための体制」に関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該体制に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2017年５月24日
株 式 会 社 日 本 ケ ア サ プ ラ イ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 半 田　 常 巳 ㊞
社 外 監 査 役 伊 藤　 利 之 ㊞
社 外 監 査 役 上 石　 奈 緒 ㊞
監 査 役 髙 橋　 浩 司 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　第19期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展開
等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類

　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金35円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は543,828,810円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2017年６月28日といたしたいと存じます。

－ 38 －
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第２号議案　取締役５名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま
しては、取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者の決定に当たりましては、当社の社是・経営方針に基づき、当社
の企業価値向上に貢献できる能力と資質を持っていること、法令及び企業倫理・
社会規範の遵守に徹する見識を有すること等を総合的に判断し、取締役が候補者
を推薦し、事前かつ個別に独立社外取締役の意見を確認した上で、取締役会にお
いて決定しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

（再任）
かね
金

こ
子

ひろ
博

おみ
臣

(1958年12月21日生)

1981年４月 三菱商事㈱　入社

0株

1993年12月 BRIDGESTONE SALES 
(THAILAND) CO.,LTD.　SALES 
DIRECTOR

2001年４月 当社　営業部長
2003年４月 当社　取締役営業本部長兼営業部長
2004年８月 当社　取締役

三菱商事㈱　新機能事業グループヒ
ューマンケア事業本部ライフケア事
業ユニットマネージャー

2005年６月 ㈱グッドライフデザイン　代表取締
役副社長

2009年４月 三菱商事㈱　生活産業グループヒュ
ーマンケア・メディア本部ヘルスケア
ユニットマネージャー

2010年５月 当社　代表取締役社長
2011年６月 当社　代表取締役社長兼事業開発本

部長
2013年４月 当社　代表取締役社長（現任）
2015年６月 一般社団法人日本福祉用具供給協会

　理事（現任）
（取締役候補者とした理由）
金子博臣氏は、2010年から当社の代表取締役社長として、経営全般に関するリーダ
ーシップを発揮し、当社の業績拡大に努めております。また当社及び当社グループ
の経営に関して、豊富な経験と実績を有していることから、引き続き取締役候補者
としました。

－ 39 －
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候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

２

（再任）
あか
赤

 
　

す
須

 
　

しゅう
修

いち
一

ろう
郎

(1960年９月27日生)

1983年４月 三菱商事㈱　入社

0株

1991年12月 Konica Business Mashines Italia 
S.p.A.　Director

2007年４月 三菱商事㈱　イノベーション事業グ
ループヒューマンケア事業本部戦略
企画室長

2010年４月 同社　生活産業グループヘルスケ
ア・流通サービス本部戦略企画室長

2010年６月 ㈱ティーガイア　社外監査役
2011年４月 三菱商事㈱　生活産業グループリテ

イル・ヘルスケア本部戦略企画室長
2013年６月 当社　経営企画室長

当社　取締役経営企画室長
2014年４月 当社　取締役経営統括兼経営企画室

長兼資産総括部長
2015年６月 当社　取締役常務執行役員経営統括

兼経営企画室長兼資産総括部長
2017年４月 当社　取締役常務執行役員営業統括

兼営業本部長兼営業部長（現任）
（取締役候補者とした理由）
赤須修一郎氏は、2013年から当社の取締役として就任しております。経営全般に関
する幅広い知識と経験を有し、現在では取締役常務執行役員として代表取締役を支
え、業績拡大に貢献していることから、引き続き取締役候補者としました。

－ 40 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

３

（再任）
みや
宮

した
下

 
　

おさむ
修

(1954年12月18日生)

1978年４月 三菱商事㈱　入社

0株

2004年７月 同社　生活産業グループ食糧本部砂
糖ユニットマネージャー

2010年４月 同社　理事関西支社副支社長兼食料
部長

2011年４月 同社　理事生活産業グループリテイ
ル・ヘルスケア本部長

2012年６月 当社　取締役（現任）
2013年４月 三菱商事㈱　理事生活産業グループ

食品流通・ヘルスケア本部長
2014年４月 同社　理事生活産業グループ生活商

品本部長
2015年４月 エム・シー・ヘルスケア㈱　代表取締

役社長（現任）
（取締役候補者とした理由）
宮下修氏は、2012年から当社の取締役として就任しております。三菱商事㈱及び同
グループ企業における豊富な経験に基づき、企業経営の観点から当社の経営に対し
的確な助言・提言を行っていることから適任であると判断し、引き続き取締役候補
者としました。

４

（再任）
（社外・独立）
かめ
亀

い
井

しん
信

いち
一

(1960年７月24日生)

1986年４月 ㈱三菱総合研究所　入社

0株

2005年10月 同社　先端科学研究センター長
2007年10月 同社　科学・安全政策研究本部副本部

長
2010年10月 同社　先進ビジネス推進本部副本部

長
2011年10月 同社　人間・生活研究本部長

㈱日本ケアコミュニケーションズ　
取締役

2012年７月 一般社団法人日本福祉用具供給協会
　監事

2014年４月 公益社団法人日本工学アカデミー　
理事（現任）

2015年６月 当社　取締役（現任）
2015年10月 ㈱三菱総合研究所　政策・経済研究セ

ンター長
2016年12月 同社　研究理事政策・経済研究センタ

ー長（現任）
（社外取締役候補者とした理由）
亀井信一氏は、2015年から当社の社外取締役として就任しております。㈱三菱総合
研究所における豊富な知識と高い見識に基づき、独立社外取締役として中立かつ客
観的な立場で、当社の経営に対し的確な助言・提言を行っていることから適任であ
ると判断し、引き続き社外取締役候補者としました。

－ 41 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

５

（再任）
やま
山

さき
﨑

 
　

のどか
和

(1961年４月６日生)

1984年４月 三菱商事㈱　入社

0株

2007年４月 同社　イノべーション事業グループ
ヒューマンケア事業本部ライフケア
事業ユニットマネージャー
当社　取締役

2010年４月 エム・シー・ヘルスケア㈱　代表取締
役社長

2011年４月 三菱商事㈱　生活産業グループリテ
イル・ヘルスケア本部副本部長

2012年４月 同社　生活産業グループCEOオフィ
ス経営計画担当

2013年８月 国薬控股北京天星普信生物医薬有限
公司　董事・副総経理

2016年４月 三菱商事㈱　執行役員生活産業グル
ープ生活流通本部長（現任）

2016年６月 当社　取締役（現任）
（取締役候補者とした理由）
山﨑和氏は、2016年から当社の取締役として就任しております。三菱商事㈱及び同
グループ企業での豊富な経験と高い見識に基づき、取締役として当社の経営に対し
的確な助言・提言を行っていること等から適任であると判断し、引き続き取締役候
補者としました。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者亀井信一氏は、社外取締役候補者であります。

同氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、在任期間は、本総会終結の時を
もって2年となります。
なお、亀井信一氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお
り、独立役員として同取引所に届け出ております。

３．取締役候補者赤須修一郎、宮下修及び山﨑和の３氏の、当社親会社である三菱商
事㈱及びその子会社（エム・シー・ヘルスケア㈱）における過去５年間並びに現
在の地位及び担当は、上記略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状
況）欄に記載のとおりであります。

４．当社は、取締役候補者宮下修、亀井信一及び山﨑和の３氏との間で会社法第427
条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を
締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条
第１項に定める最低責任限度額としており、宮下修、亀井信一及び山﨑和の３氏
の再任が承認された場合は、３氏との間で当該契約を継続する予定であります。

－ 42 －
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第３号議案　監査役２名選任の件
　監査役半田常巳及び伊藤利之の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　監査役候補者の決定に当たりましては、当社の社是・経営方針に基づき、当社
の企業価値向上に貢献できる能力と資質を持っていること、法令及び企業倫理・
社会規範の遵守に徹する見識を有すること等を総合的に判断し、監査役会の同意
を得た上で、取締役会において決定しております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

（再任）
（社外・独立）
い
伊

とう
藤

とし
利

ゆき
之

(1945年１月９日生)

1970年５月 横浜市立大学医学部病院リハビリテ
ーション科　勤務

0株

1996年４月 社会福祉法人横浜市リハビリテーシ
ョン事業団　常務理事総合リハビリ
テーションセンター長

2006年４月 社会福祉法人横浜市リハビリテーシ
ョン事業団　顧問（現任）

2008年６月 当社　監査役（現任）
（社外監査役候補者とした理由）
伊藤利之氏は、2008年から社外監査役として就任しております。医学分野の専門家
として、幅広い知識と高い見識を有しており、社外監査役として中立かつ客観的な
立場で職務を適切に行っていること等から適任であると判断し、引き続き社外監査
役候補者としました。

２

（新任）
おか
岡

だ
田

 
　

まこと
真

(1958年11月３日生)

1981年４月 パイオニア㈱　入社

1,000株

2006年４月 当社　入社　業績管理部長
2007年２月 当社　経理部長
2013年４月 当社　執行役員管理本部副本部長兼

経理部長
2013年６月 当社　執行役員管理本部副本部長兼

総務部長兼人事部長兼情報セキュリ
ティ推進室長

2015年４月 当社　執行役員管理本部副本部長兼
人事部長

2015年６月 当社　取締役執行役員管理本部副本
部長兼人事部長（現任）

（監査役候補者とした理由）
岡田真氏は、財務・経理・人事等の管理部門における長年の実務経験を有し、現在
当社の取締役執行役員管理本部副本部長兼人事部長を務めております。当社及び当
社グループの経営に関しても豊富な知識を有していることから、監査役として職務
を適切に遂行していただけるものと判断し、監査役候補者としました。

－ 43 －
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（注）１．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者伊藤利之氏は、社外監査役候補者であります。
　　同氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、在任期間は、本総会終結の時を

もって9年となります。
　　なお、伊藤利之氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たして

おり、独立役員として同取引所に届け出ております。
３．当社は、監査役候補者伊藤利之氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当
該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額としており、伊藤利之氏の再任が承認された場合は、同氏との間で当該
契約を継続する予定であります。また、監査役候補者岡田真氏が選任された場合
は、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

以　上

－ 44 －
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〈ご参考〉

【社是】

高齢社会への貢献
―安心できる商品の供給と真心のこもったサービスの提供―

【経営理念】

わたしたちは高齢社会のニーズに応え、

最適商品を清潔感、安心感、信頼感の得られる

“品質第一主義”に徹して提供します。

－ 45 －
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株主総会会場ご案内図
東京都千代田区内幸町一丁目５番１号
千代田区立　内幸町ホール
TEL 03－3500－5578

第一ホテル
アネックス

至虎ノ門

みずほ銀行
みずほ銀行

東京営業部方面出口

至三田

至日比谷

至浜松町

至有楽町

日比谷シティ

新幸橋
ビルディング

第一
ホテル
東京

日比谷公会堂

地下鉄新橋駅からご来場の方は、７番出口に
向かい地下歩道「Ｅ内幸町・日比谷方面」へ
お進みください。
会場（地下１階）に直行できます。

地下鉄都営三田線内幸町駅

地
下
鉄
銀
座
線
新
橋
駅

ＪＲ新橋駅

会場入口は
建物の地下１階（　　　　）

マクドナルド

ＳＬ広場

階段
下る

(日比谷口)

(     )

（A5番出口）

りそな銀行
新橋支店

（地下歩道）

外
堀
通
り

内幸町ホール

地下鉄内幸町駅からご来場の方は、
A5番出口へ向かい、みずほ銀行東京
営業部方面へお進みください。

交通のご案内　ＪＲ　　新橋駅（日比谷口）より徒歩５分

地下鉄

都営三田線 内幸町駅 A5番・みずほ銀行東京営業部
方面出口より徒歩５分

東京メトロ銀座線
都営浅草線

新 橋 駅 ７番出口に向かい地下歩道
（Ｅ方面）経由徒歩５分

※専用駐車場はありませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




